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規 則
 

 

 

 住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第３号 

   住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則 

 住民基本台帳法施行細則（平成１４年福井県規則第５９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （本人等の証明に必要な書類） 

第４条 条例第５条の規則で定める書類は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ

、当該各号に定める書類とする。 

 ⑴ 本人が開示請求する場合 

  ア 運転免許証、旅券その他法令の規定により交付された書類であって知事

が適当と認めるもの 

  イ （略） 

 ⑵ （略） 

 （本人等の証明に必要な書類） 

第４条 条例第５条の規則で定める書類は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ

、当該各号に定める書類とする。 

 ⑴ 本人が開示請求する場合 

  ア 運転免許証、旅券、健康保険の被保険者証その他法令の規定により交付

された書類であって知事が適当と認めるもの 

  イ （略） 

 ⑵ （略） 
  

 様式第１号中「、健康保険の被保険者証」および記入上の注意３を削り、同様式中「□旅券 □健康保険の被保険者証」を「□旅券」に改める。 

       「 

 様式第５号中                                              を削り、「□旅券 □健康保険の被保険者証」 

                                                    」 

を「□旅券」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の住民基本台帳法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

記入上の注意 

 附票本人確認情報の訂正（追加・削除）申出の場合には、「申出に係る本人の個人番号」欄は記

入不要です。 

　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 旅館業法施行細則および福井県公衆浴場基準条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第４号 

   旅館業法施行細則および福井県公衆浴場基準条例施行規則の一部を改正する規則 

 （旅館業法施行細則の一部改正） 
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第１条 旅館業法施行細則（昭和３３年福井県規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 （福井県公衆浴場基準条例施行規則の一部改正） 

第２条 福井県公衆浴場基準条例施行規則（昭和４５年福井県規則第６６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（水質基準） 

第２条の３ 条例第１１条第８号の規則で定める湯または水は次の各号に掲げる

とおりとし、同号の規則で定める水質基準は次の各号に掲げる湯または水の区

分に応じそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 浴槽水 アからエまでに掲げる水質基準（温泉、薬湯等を使用することに

より、アおよびイに掲げる水質基準に適合させることが困難であると知事が

認める場合であって、かつ、公衆衛生上支障がないと知事が認める場合にあ

っては、ウおよびエに掲げる水質基準） 

ア・イ （略） 

ウ 大腸菌は、１ミリリットル中に１個以下であること。 

 

 

エ （略） 

⑶ （略） 

（水質基準） 

第２条の３ 条例第１１条第８号の規則で定める湯または水は次の各号に掲げる

とおりとし、同号の規則で定める水質基準は次の各号に掲げる湯または水の区

分に応じそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 浴槽水 アからエまでに掲げる水質基準（温泉、薬湯等を使用することに

より、アおよびイに掲げる水質基準に適合させることが困難であると知事が

認める場合であって、かつ、公衆衛生上支障がないと知事が認める場合にあ

っては、ウおよびエに掲げる水質基準） 

ア・イ （略） 

ウ 大腸菌群（グラム陰性の無芽胞性のかん菌であって、乳糖を分解して酸

とガスを形成する全ての好気性または通性嫌気性の菌をいう。）は、１ミ

リリットル中に１個以下であること。 

エ （略） 

⑶ （略） 

改正後 改正前 

（水質基準） 

第４条 条例第４条第１号ニの規則で定める湯または水は次の各号に掲げるとお

りとし、同号ニの規則で定める水質基準は次の各号に掲げる湯または水の区分

に応じそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 浴槽水 アからエまでに掲げる水質基準（温泉、薬湯等を使用することに

より、アおよびイに掲げる水質基準に適合させることが困難であると知事が

認める場合であって、かつ、公衆衛生上支障がないと知事が認める場合にあ

っては、ウおよびエに掲げる水質基準） 

ア・イ （略） 

ウ 大腸菌は、１ミリリットル中に１個以下であること。 

 

 

エ （略） 

⑶ （略） 

（水質基準） 

第４条 条例第４条第１号ニの規則で定める湯または水は次の各号に掲げるとお

りとし、同号ニの規則で定める水質基準は次の各号に掲げる湯または水の区分

に応じそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 浴槽水 アからエまでに掲げる水質基準（温泉、薬湯等を使用することに

より、アおよびイに掲げる水質基準に適合させることが困難であると知事が

認める場合であって、かつ、公衆衛生上支障がないと知事が認める場合にあ

っては、ウおよびエに掲げる水質基準） 

ア・イ （略） 

ウ 大腸菌群（グラム陰性の無芽胞性のかん菌であって、乳糖を分解して酸

とガスを形成する全ての好気性または通性嫌気性の菌をいう。）は、１ミ

リリットル中に１個以下であること。 

エ （略） 

⑶ （略） 
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   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

　 　
　福井県製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
福井県規則第５号
　　　福井県製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則
　福井県製菓衛生師法施行細則（昭和４２年福井県規則第５３号）の一部を次のように改正する。
　様式第１号中
｢ 製菓衛生師免許
取消し処分の有無

（有の場合は、その理由および年月）　　　　

※免許証の氏名欄に併記を希望する場合に記載すること。
（添付書類）
　１ 　戸籍の謄本もしくは抄本または住民票の写し（住民基本台帳法（昭和４２年法律第
８１号）第７条第５号に掲げる事項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第
３１９号）第１９条の３に規定する中長期在留者および日本国との平和条約に基づき
日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）に
定める特別永住者にあっては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等)を記
載したものに限る。）（出入国管理及び難民認定法第１９条の３各号に掲げる者にあ
っては、旅券その他の身分を証する書類の写し）

　２ 　麻薬、あへん，大麻または覚醒剤の中毒者であるかないかに関する医師の診断書
　３ 　製菓衛生師試験合格証書（福井県外において試験に合格した者にあっては、合格を
証する書類） 」

を
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｢ 製菓衛生師免許
取消し処分の有無

（有の場合は、その理由および年月）　　　　
　　有　　・　　無

麻薬、あへん、大
麻または覚醒剤 
の中毒者に該当す
ることの有無

　　有　　・　　無

※免許証の氏名欄に併記を希望する場合に記載すること。
（添付書類）
　１ 　戸籍の謄本もしくは抄本または住民票の写し（住民基本台帳法（昭和４２年法律第
８１号）第７条第５号に掲げる事項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第
３１９号）第１９条の３に規定する中長期在留者および日本国との平和条約に基づき
日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）に
定める特別永住者にあっては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等）を
記載したものに限る。）（出入国管理及び難民認定法第１９条の３各号に掲げる者に
あっては、旅券その他の身分を証する書類の写し）

　２ 　製菓衛生師試験合格証書（福井県外において試験に合格した者にあっては、合格を
証する書類） 」

に改める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の福井県製菓衛生師法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
　 　

　食品衛生法施行細則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
福井県規則第６号
　　　食品衛生法施行細則の一部を改正する規則
　食品衛生法施行細則（昭和４５年福井県規則第１号）の一部を次のように改正する。
　様式第１号および様式第６号中「栄」を「栄・管栄」に改める。
　様式第８号を次のように改める。
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 福井県営住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第７号 

   福井県営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

 福井県営住宅条例施行規則（平成９年福井県規則第４８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （添付書類の省略） 

第３６条 第２条第２項、第１０条第１項、第１１条第５項、第１２条第３項、

第１５条、第１９条または第２０条第１項の規定により特定個人情報（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第９項に規定する特定個人情報をいう。）と同一の内

容の情報を含む書類の添付が義務付けられている場合において、個人番号届出

書（様式第２５号）を提出するときは、第２条第２項、第１０条第１項、第１

１条第５項、第１２条第３項、第１５条、第１９条または第２０条第１項の規

定にかかわらず、当該書類の添付を要しない。 

 （添付書類の省略） 

第３６条 第２条第２項、第１０条第１項、第１１条第５項、第１２条第３項、

第１５条、第１９条または第２０条第１項の規定により特定個人情報（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。）と同一の内

容の情報を含む書類の添付が義務付けられている場合において、個人番号届出

書（様式第２５号）を提出するときは、第２条第２項、第１０条第１項、第１

１条第５項、第１２条第３項、第１５条、第１９条または第２０条第１項の規

定にかかわらず、当該書類の添付を要しない。 
  

 様式第２５号（表）を次のように改める。 

  

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則による改正前の食品衛生法施行細則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
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様式第２５号（第３６条関係） 

  （表） 

個人番号届出書 

 

年   月   日     

 

 福井県知事 様 

 

住  所                           

氏  名                         

電話番号                         

 

 私は、福井県営住宅条例施行規則で定められた添付書類の省略を希望するため、次のとおり個人番号を届け出ます。 
 なお、私以外の世帯員については、個人番号および特定個人情報の取扱事務について、私が個人番号関係事務実施者として番号確
認および身元確認を行った上で届け出ます。 

 

整理 
番号 

フリガナ 
続柄 個人番号 省略を希望する書類（複数可） 

氏 名 

１ 

 

本人 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

２ 

 

 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

３ 

 

 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

４ 

 

 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

５ 

 

 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

６ 

 

 

            □住民票の写し □課税証明書 
□身体障害者手帳の写し 
□精神障害者手帳の写し 
□生活保護受給証明書 

 
            

備考 
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第１６条の規定により、
個人番号を提供する際は、本人確認に必要な書類を提示し、またはその写しを提出してください。 

なお、本人の代理人として個人番号を提供する場合は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律施行規則（平成２６年内閣府、総務省令第３号）第６条の規定により、その権限を委任されたことを証する書面（委任
状等）の提出が必要です。 
・入居の申込み、同居承認の申請または入居承継承認の申請において課税証明書の省略を希望する方は、裏面の同意書に署名してくだ
さい。 
・本届出書により個人番号を届け出る方は、省略を希望する書類に記載された内容を知事が確認することに同意したものとみなします。 

＜受付者記入欄＞ ※ 以下は記入しないでください。 

１ 個人番号確認 

個人番号カード（  ）、通知カード（  ）、 

個人番号が記載された住民票の写し・住民票記載事項証明書（  ）   ※（ ）内は整理番号を記入 

２ 身元確認  ※ 以下のいずれかにより受け付けること。ただし、個人番号カードの提示があった場合は不要 

（１）写真付身分証明書（１つ） （２）写真表示のない身元確認書類（２つ） 

・運転免許証（  ） 

・旅券（パスポート）（  ） 

・身体障害者・精神障害者・療育等各種手帳（顔写真付）（  ） 

・在留カードまたは特別永住者証明書（  ） 

・その他官公署から発行・発給された書類等（顔写真付）で、氏名、
生年月日または住所が記載されているもの（  ） 

※（ ）内は整理番号を記入 

・公的医療保険の被保険者証（  ） 

・年金手帳（  ） 
・児童扶養手当証書（  ） 

・その他官公署等からの発行・発給された書類等で氏名、 生年月日ま
たは住所が記載されているもの（  ） 

※（ ）内は整理番号を記入 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の福井県営住宅条例施行規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

　 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 建築基準法施行細則等の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第８号 

   建築基準法施行細則等の一部を改正する規則 

 （建築基準法施行細則の一部改正） 

第１条 建築基準法施行細則（昭和４７年福井県規則第４１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（確認申請等手数料等の免除） 

第３条 知事は、手数料条例第５条の規定により、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、手数料条例別表第８号の表７の項に掲げる建築物に関する確認申

請等手数料、同表９の項に掲げる建築物に関する完了検査申請等手数料、同表

１１の項に掲げる中間検査を受けた建築物に関する完了検査申請等手数料およ

び同表１３の項に掲げる建築物に関する中間検査申請等手数料（以下この条に

おいて「確認申請等手数料等」と総称する。）のそれぞれ２分の１に相当する

額を免除するものとする。 

⑴～⑸ （略） 

２ 知事は、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）第２条に規定する区域内

において、災害を受けた者が当該災害の発生した日から６月以内に自ら使用す

るために建築物を建築する場合の確認申請等手数料等を免除するものとする。 

３ 前２項の規定により確認申請等手数料等の免除を受けようとする者は、省令

第１条の３第１項の申請書（以下「確認申請書」という。）、省令第４条第１

項に規定する完了検査申請書または省令第４条の８第１項に規定する中間検査

申請書に前２項に該当することを証する書面を添えて、申請しなければならな

い。 

 

（工事監理経過の報告） 

第１２条の２ 工事監理者は、法第６条第１項第１号および第２号に掲げる建築

物で確認を受けたものの工事が、あらかじめ建築主事等の指定した工程に達し

たときは、当該建築物に係る工事の監理経過の状況を工事監理経過報告書（様

（確認申請手数料等の免除） 

第３条 知事は、手数料条例第５条の規定により、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、手数料条例別表第８号の表７の項に掲げる建築物に関する確認申

請手数料、同表９の項に掲げる建築物に関する完了検査申請手数料、同表１１

の項に掲げる中間検査を受けた建築物に関する完了検査申請手数料および同表

１３の項に掲げる建築物に関する中間検査申請手数料（以下この条において「

確認申請手数料等」と総称する。）のそれぞれ２分の１に相当する額を免除す

るものとする。 

⑴～⑸ （略） 

２ 知事は、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）第２条に規定する区域内

において、災害を受けた者が当該災害の発生した日から６月以内に自ら使用す

るために建築物を建築する場合の確認申請手数料等を免除するものとする。 

３ 前２項の規定により確認申請手数料等の免除を受けようとする者は、省令第

１条の３第１項の申請書（以下「確認申請書」という。）、省令第４条第１項

に規定する完了検査申請書または省令第４条の８第１項に規定する中間検査申

請書に前２項に該当することを証する書面を添えて、申請しなければならない

。 

 

（工事監理経過の報告） 

第１２条の２ 工事監理者は、法第６条第１項第１号から第３号までに掲げる建

築物で確認を受けたものの工事が、あらかじめ建築主事等の指定した工程に達

したときは、当該建築物に係る工事の監理経過の状況を工事監理経過報告書（
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 （都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部改正） 

第２条 都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則（平成２４年福井県規則第６３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 （建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部改正） 

第３条 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則（平成２８年福井県規則第１９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

式第８号）により建築主事等に報告しなければならない。 様式第８号）により建築主事等に報告しなければならない。 

改正後 改正前 

（適合証） 

第２条 手数料条例別表第８号の表９１の項の適合証は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める図書とする。 

⑴ （略） 

⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 建築物の部分が法第５４条第１項各号に掲

げる基準に適合するものとして、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第１４条第１項に規定する登録建築物

エネルギー消費性能判定機関または建築基準法（昭和２５年法律第２０１号

）第７７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関により交付された図書 

（適合証） 

第２条 手数料条例別表第８号の表９１の項の適合証は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める図書とする。 

⑴ （略） 

⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 建築物の部分が法第５４条第１項各号に掲

げる基準に適合するものとして、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項に規定する登録建築物

エネルギー消費性能判定機関または建築基準法（昭和２５年法律第２０１号

）第７７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関により交付された図書 

改正後 改正前 

（建築物エネルギー消費性能向上計画に係る適合証） 

第２条 手数料条例別表第８号の表９３の項の適合証は、次に掲げるいずれかの

図書であって、建築物の部分が法第３０条第１項第１号に掲げる基準に適合し

ていることを証するものとする。 

⑴ 法第１４条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関（以

下「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」という。）の技術的審査を受

けたことを証する書面の写し 

⑵ （略） 

（床面積の合計の算定方法） 

第３条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建築物エネルギー消費性能向上計画に係る適合証） 

第２条 手数料条例別表第８号の表９３の項の適合証は、次に掲げるいずれかの

図書であって、建築物の部分が法第３０条第１項第１号に掲げる基準に適合し

ていることを証するものとする。 

⑴ 法第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関（以

下「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」という。）の技術的審査を受

けたことを証する書面の写し 

⑵ （略） 

（床面積の合計の算定方法） 

第３条 （略） 

（建築物のエネルギー消費性能に係る適合証） 

第４条 手数料条例別表第８号の表９５の項の適合証は、次に掲げるいずれかの

図書であって、建築物の部分が法第２条第１項第３号に定める基準に適合して

いることを証するものとする。 

⑴ 登録建築物エネルギー消費性能判定機関の技術的審査を受けたことを証す

る書面の写し 

⑵ 省令第２５条第１項の規定による通知の写しおよび建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号）第７条第５項、第７条の２第５項または第１８条第１８
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   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

（工場等） 

第４条 （略） 

（添付図書） 

第５条 省令第２０条第１項の知事が必要と認める図書は、次に掲げる図書とす

る。 

⑴・⑵ （略） 

 

項に規定する検査済証の写し（以下「検査済証の写し」という。） 

⑶ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第

８６号）第４３条第１項の規定による通知の写しおよび検査済証の写し 

⑷ 住宅品質確保法第６条第３項に規定する建設住宅性能評価書の写し 

（工場等） 

第５条 （略） 

（添付図書） 

第６条 省令第２３条第１項の知事が必要と認める図書は、次に掲げる図書とす

る。 

⑴・⑵ （略） 

２ 省令第３０条第１項の知事が必要と認める図書は、次に掲げる図書とする。 

⑴ 第４条の適合証の交付を受けた建築物にあっては、当該適合証 

⑵ その他知事が必要と認める図書 

告 示
福井県告示第９５号
　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事
業者を指定したので、同法第７８条の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

指定居宅サービス事業者一覧表
事業所

事業者の名称 指定年月日 サービスの種類
番号 名称 所在地

1870301114
県民せいきょう丹南き
らめき介護付き高齢者
向け住宅

福井県越前市家久町４
９－４－１

福井県民生活協同組合 令和7年2月1日
特定施設入居者生
活介護

1870301106
サンライフリハステー
ション

福井県越前市常久町７
－１－１

株式会社サンライフ小
野谷

令和7年2月1日 通所介護

　 　
福井県告示第９６号
　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項に規定する指定介護予防サービ
ス事業者を指定したので、同法第１１５条の１０の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
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　　　　　　福井県知事　杉本　達治

指定介護予防サービス事業者一覧表
事業所

事業者の名称 指定年月日 サービスの種類
番号 名称 所在地

1870301114
県民せいきょう丹南きら
めき介護付き高齢者向け
住宅

福井県越前市家久町４９
－４－１

福井県民生活協同組合 令和7年2月1日
介護予防特定施設入
居者生活介護

　 　
福井県告示第９７号
　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項に規定する指定居宅サービス事
業の廃止届出があったので、同法第７８条の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

廃止居宅サービス事業者一覧表
事業所

事業者の名称
廃止届出 
受理年月日

廃止日 サービスの種類
番号 名称 所在地

1870301072 一期訪問介護センター 福井県越前市中央1丁目6番15号 一期ケアサポート合同会社 令和7年2月4日 令和7年2月1日 訪問介護

1870200100 株式会社ケア・サービス・アイ
福井県敦賀市清水町1丁目6番 
17号

株式会社ケア・サービス・ア
イ

令和7年2月25日 令和7年3月31日 訪問介護

　 　
福井県告示第９８号
　国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金、財政安定化基金及び標
準保険料率に関する省令（平成２９年厚生労働省令第１１１号。以下「省令」という。）
第１０条、第１６条および第２５条ならびに福井県国民健康保険条例（平成２９年福井県
条例第３０号。以下「条例」という。）第１０条、第１２条、第１４条、第１５条、第１
７条、第１８条および第２０条に規定する知事が定める数を次のとおり定め、令和７年４
月１日から施行する。
　なお、国民健康保険保険給付費等交付金、国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率
に関する省令第１０条等に規定する知事が定める数（令和６年福井県告示第９２号）は、
令和７年３月３１日をもって廃止する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　省令第１０条の規定に基づき、知事が定める一般納付金基礎額調整係数
　　０．９８１５０９７９０３８７６
２ 　省令第１６条の規定に基づき、知事が定める後期高齢者支援金等納付金基礎額調整係
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数
　　０．９９９９９９９９７８０６９
３　省令第２５条の規定に基づき、知事が定める介護納付金納付金基礎額調整係数
　　０．９９９９９９９９０５９８２
４　条例第１０条の規定に基づき、知事が定める医療費指数反映係数
　　０．７５
５　条例第１２条の規定に基づき、知事が定める一般納付金所得係数
　　１．０００３４９８２４６７９０
６　条例第１４条の規定に基づき、知事が定める一般納付金被保険者均等割指数
　　０．７
７　条例第１５条の規定に基づき、知事が定める後期高齢者支援金等納付金所得係数
　　１．００１３１２３７７３２７６
８ 　条例第１７条の規定に基づき、知事が定める後期高齢者支援金等納付金被保険者均等
割指数
　　０．７
９　条例第１８条の規定に基づき、知事が定める介護納付金納付金所得係数
　　１．０５４７２７７０７８７７１
１０　条例第２０条の規定に基づき、知事が定める介護納付金納付金被保険者均等割指数
　　　０．７
　 　
福井県告示第９９号
　家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定に基づき、家畜防
疫員による検査を実施するので、同条第２項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

検査項目 実施の目的 実施する区域 対象家畜の種類、範囲 実施の期日 検査の方法

ヨーネ病 発生予防

福井市
若狭町

1)搾乳の用に供し、または供する目的で飼育して
いる雌牛
2)繁殖の用に供し、または供する目的で飼育して
いる肉用雌牛
3)種付けの用に供し、または供する目的で飼育 
している雄牛
4)前３号の牛と同一施設で飼育している牛

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

予備的抗体検出法、リアルタ 
イムＰＣＲ法、ヨーニン、お 
よび補体結合反応検査

県内全域

1)搾乳あるいは繁殖の用に供し、または供する 
目的で飼育している雌牛のうち、実施の期日内 
に県外から導入されたもの
2)搾乳あるいは繁殖の用に供し、または供する
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目的で飼育している雌牛のうち家畜保健衛生所 
長の指定するもの

伝達性海綿状脳症 発生予防 県内全域
1)牛海綿状脳症を疑う症状を呈して死亡した牛 
2)18ヶ月齢以上で死亡しためん羊および山羊

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

エライザ法、ウエスタンブ 
ロット法による検査および免 
疫組織化学的検査

腐蛆病 発生予防 県内全域
実施する区域内で飼育されている蜜蜂のうち、 
家畜保健衛生所長が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

肉眼検査および細菌学的検査

オーエスキー病 発生予防 県内全域
実施する区域で飼育されている豚のうち、家畜 
保健衛生所長が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

ラテックス凝集反応、エライ 
ザ法

豚熱 発生予察 県内全域
実施する区域で飼育されている豚のうち、家畜 
保健衛生所長が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

RT-PCR法、蛍光抗体法、中和
試験およびエライザ法

アフリカ豚熱 発生予察 県内全域
実施する区域で飼育されている豚のうち、家畜 
保健衛生所長が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

PCR法

高病原性/低病原性 
鳥インフルエンザ

発生予察 県内全域

実施する区域で、100羽以上の家きん（だちょう
においては10羽以上）を飼育している農場で飼
育されている家きんのうち、家畜保健衛生所長 
が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

エライザ法および寒天ゲル 
内沈降反応

アルボウイルス感染症 発生予察 県内全域
未越夏牛（前年11月から当年4月までに生まれた
もの）あるいは抗体陰性牛のうち、家畜保健衛 
生所長が指定するもの

令和７年４月１日から令和８年３月３
１日までの期間において、家畜保健衛
生所長が指定する日

中和試験

　 　
福井県告示第１００号
　家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条第１項の規定に基づき、家畜防
疫員による豚熱予防注射を実施するので、同条第２項の規定により、次のとおり告示する
。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　実施の目的
　　養豚場における豚熱の発生予防
２　実施する区域
　　県内全域
３　実施の対象となる家畜
　　豚
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４　実施の期日
　 　令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間において、家畜保健衛生所長が
指定する日
５　注射の方法
　　皮下または筋肉内注射法
　 　
福井県告示第１０１号
　土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定に基づき、県営土地改
良事業（柿原地区　区画整理（経営体育成基盤整備（土地総））事業）計画を変更したの
で、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により告示し、関係書類を次
のとおり縦覧に供する。
　なお、この変更計画については、同法第８８条第６項で準用する同法第８７条第６項の
規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に福井県知事に審査請求
をすることができる。
　また、この計画については、上記の審査請求のほか、行政事件訴訟法（昭和３７年法律
第１３９号）第１４条第１項の規定に基づき、この計画が定められたこと（審査請求をし
た場合にあっては、当該審査請求に対する裁決があったこと）を知った日の翌日から起算
して６箇月以内に、福井県を被告として（訴訟において福井県を代表する者は福井県知事
となる。）、この計画の取消しの訴えを提起することができる。ただし、同法第１４条第
２項の規定に基づき、この計画が定められた日の翌日から起算して１年を経過したときは
、原則としてこの計画の取消しの訴えを提起することができない。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　縦覧に供する書類
　　変更後の土地改良事業計画書の写し
２　縦覧に供する期間
　　令和７年３月１８日から
　　令和７年４月１６日まで
３　縦覧に供する場所
　　あわら市経済産業部農林水産課
　　あわら市経済産業部農林水産課ホームページ
　 　
福井県告示第１０２号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。

　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
　　　坂井市三国町崎３４―１３０   
　　　源野　克之
　　　坂井市三国町安島２５―２２
　　　鈴木　清春
　　　坂井市三国町米ケ脇２丁目３―１１
　　　牧野　善三郎
　⑵　加入区
　　　三国町加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　雄島漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　坂井市三国町安島３丁目１０１
　　　雄島漁業協同組合事務所

　
福井県告示第１０３号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
　　　坂井市三国町宿１丁目１７番３３号   
　　　平野　一美
　　　坂井市三国町宿３―１２―１１
　　　山本　紀彦
　　　坂井市三国町新宿１―６―２８
　　　寺嶋　勝美
　⑵　加入区
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　　　三国港加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　三国港漁業協同組合
　　　三国港機船底曳網漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　坂井市三国町宿１丁目１７番２３号
　　　三国港漁業協同組合事務所
　　　坂井市三国町宿１丁目１７番３３号
　　　三国港機船底曳網漁業協同組合事務所
　 　
福井県告示第１０４号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
　　　福井市和布町１２－７－２
　　　阪下　賢二
　　　福井市長橋町１７－４
　　　宮脇　一義
　　　福井市鮎川町１９２－１１
　　　濵本　朝晴
　⑵　加入区
　　　福井市加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　福井市漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　福井市和布町無番地

　　　福井市漁業協同組合事務所
　 　
福井県告示第１０５号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
　　　福井市茱崎町１３－１－１
　　　川端　元昭
　　　福井市茱崎町３１－６－１９
　　　濵本　浩
　　　福井市茱崎町３１－６－３２
　　　米澤　閣司
　⑵　加入区
　　　越廼加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　越廼漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　福井市茱崎町１４号３２番地
　　　越廼漁業協同組合事務所
　 　
福井県告示第１０６号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
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　　　敦賀市手６－２－１
　　　川端　治雄
　　　敦賀市常宮１３－４０
　　　山本　竹司
　　　敦賀市平和町２５－５
　　　竹之内　博三
　⑵　加入区
　　　敦賀市加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　敦賀市漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　敦賀市蓬萊町１７－１９
　　　敦賀市漁業協同組合事務所
　 　
福井県告示第１０７号
　漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船
損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項の規定
による同意を求めようとする発起人から次のとおり届出を受けたので、同令第５条第３項
の規定により公示するとともに、当該届出に係る指定漁船調書を縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　届出事項
　⑴　発起人の住所および氏名
　　　大飯郡おおい町大島１１３－３８
　　　宮内　光利
　　　大飯郡おおい町大島５７－３８
　　　上山　長一
　　　大飯郡おおい町大島９１－６８－１１
　　　神野　淳一
　⑵　加入区
　　　大島加入区
　⑶　法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合の名称
　　　大島漁業協同組合
２　指定漁船調書の縦覧

　⑴　縦覧期間
　　　令和７年３月１８日から令和７年４月１日まで
　⑵　縦覧場所
　　　大飯郡おおい町大島８３－３
　　　大島漁業協同組合事務所
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福井県告示第１０８号 

 福井県工事請負契約約款の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   福井県工事請負契約約款の一部を改正する告示 

 福井県工事請負契約約款（平成８年福井県告示第４３６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （総則） 

第１条 発注者および受注者は、契約書（工事請負契約書または工事請負契約書

に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）をいう。以下同じ。）およ

びこの約款（以下「契約書等」という。）に基づき、設計図書（別冊の図面、

仕様書、現場説明書および現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）

に従い、日本国の法令を遵守し、契約（契約書に記載または記録された工事（

以下「工事」という。）の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければな

らない。 

 （総則） 

第１条 発注者および受注者は、契約書（別紙の工事請負契約書をいう。以下同

じ。）およびこの約款（以下「契約書等」という。）に基づき、設計図書（別

冊の図面、仕様書、現場説明書および現場説明に対する質問回答書をいう。以

下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、契約（契約書記載の工事（以下「

工事」という。）の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない

。 

２～４ （略） 

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾、解除および指示は

、書面により行わなければならない。ただし、建設業法（昭和２４年法律第１

００号）その他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法（電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。以下同じ

。）（書面の交付に準ずるものに限る。）を用いて行うことができる。 

２～４ （略） 

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾および解除は、書面

により行わなければならない。 

６～１２ （略） ６～１２ （略） 

 

 （契約の保証） 

第４条 （略） 

 

（契約の保証） 

第４条 （略） 

２～５ （略） 

６ 受注者は、第１項の規定による保険証券の寄託に代えて、電磁的方法であっ

て発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、

当該保険証券を寄託したものとみなす。 

２～５ （略） 

 

 （現場代理人および主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次に掲げる者を定めて工事現場に配置し、設計図書に定め

 

 （現場代理人および主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次に掲げる者を定めて工事現場に配置し、設計図書に定め
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るところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならな

い。これらの者を変更したときも同様とする。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 主任技術者（建設業法第２６条第１項に規定する主任技術者をいう。以下

同じ。）または監理技術者（同条第２項に規定する監理技術者をいう。以下

同じ。）。ただし、同条第３項に規定する工事に該当する場合に配置しなけ

ればならない主任技術者または監理技術者は、専任の者（同条第４項に規定

する工事の場合に配置しなければならない監理技術者にあっては、監理技術

者資格者証の交付を受けた者に限る。）としなければならない。 

るところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならな

い。これらの者を変更したときも同様とする。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 主任技術者（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第１項に規

定する主任技術者をいう。以下同じ。）または監理技術者（同条第２項に規

定する監理技術者をいう。以下同じ。）。ただし、同条第３項に規定する工

事に該当する場合に配置しなければならない主任技術者または監理技術者は

、専任の者（同条第４項に規定する工事の場合に配置しなければならない監

理技術者にあっては、監理技術者資格者証の交付を受けた者に限る。）とし

なければならない。 

 ⑶・⑷ （略） 

２～５ （略） 

 ⑶・⑷ （略） 

２～５ （略） 

 

 （前金払および中間前金払） 

第３４条 受注者は、保証事業会社と、契約書に記載または記録された工事完成

の時期を保証期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項

に規定する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を

発注者に寄託して、発注者が別に定めるところにより、請負代金額の１０分の

４以内の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

 

 （前金払および中間前金払） 

第３４条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限

とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契

約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して

、発注者が別に定めるところにより、請負代金額の１０分の４以内の前払金の

支払いを発注者に請求することができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 受注者は、保証事業会社と第１項の規定に基づく前払金に追加して支払う前

払金（以下「中間前払金」という。）に関し、契約書に記載または記録された

工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に

寄託して、発注者が別に定めるところにより、請負代金額の１０分の２以内の

中間前払金の支払いを発注者に請求することができる。この場合においては、

前項の規定を準用する。ただし、第３７条および第４１条の規定に基づく部分

払を請求した後においては、中間前払金の支払いを請求することができない。 

３ 受注者は、保証事業会社と第１項の規定に基づく前払金に追加して支払う前

払金（以下「中間前払金」という。）に関し、契約書記載の工事完成の時期を

保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、発注者

が別に定めるところにより、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払

いを発注者に請求することができる。この場合においては、前項の規定を準用

する。ただし、第３７条および第４１条の規定に基づく部分払を請求した後に

おいては、中間前払金の支払いを請求することができない。 

４～９ （略） 

１０ 受注者は、第１項または第３項の規定による保証証書の寄託に代えて、電

磁的方法であって発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合におい

て、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

４～９ （略） 

（保証契約の変更） 

第３５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 受注者は、第１項または第２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁

（保証契約の変更） 

第３５条 （略） 

２・３ （略） 
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的方法であって発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において

、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 
  

   附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 　 　
福井県告示第１０９号
　主要地方道坂本高浜線の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供用を
開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の
とおり公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および小浜土木事務所において、令和７年３月
１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

主
要
地
方
道

坂
本
高
浜
線

大飯郡おおい町石山４
９字大畑１番１６から
大飯郡おおい町石山４
８字大谷１番７０まで

令和７年
３月２１日

　 　
福井県告示第１１０号
　主要地方道坂本高浜線の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供用を
開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の
とおり公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および小浜土木事務所において、令和７年３月
１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

主
要
地
方
道

坂
本
高
浜
線

大飯郡おおい町石山５
０字大谷１番３０から
大飯郡おおい町石山５
１字上下平畑１番７９

令和７年
３月２２日
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まで
　 　
福井県告示第１１１号
　主要地方道清水美山線の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供用を
開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の
とおり公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および福井土木事務所において、令和７年３月
１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

主
要
地
方
道

清
水
美
山
線

福井市大土呂町１８字
窪１２番４から
福井市大土呂町１７字
鞍骨１５番３まで

令和７年
３月１８日

　 　
福井県告示第１１２号
　主要地方道福井大森河野線の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供
用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、
次のとおり公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および福井土木事務所において、令和７年３月
１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

主
要
地
方
道

福
井
大
森
河
野
線

福井市大森町８字山岸
１４番１地先から
福井市大森町７字山岸
寺前１２番４まで 令和７年

３月１８日福井市大森町２１字中
島１０番５地先から
福井市大森町２０字上
町田４３番２まで

　 　
福井県告示第１１３号
　一般国道４１７号の下記区間において、道路改良工事の竣工に伴い、道路の供用を開始
するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次のとお
り公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および丹南土木事務所鯖江丹生土木部において
、令和７年３月１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
類

路
線
名

供用開始の区間 供用開始の期日

一
般
国
道

４
１
７
号

鯖江市糺町１３字大袂 
２５番から
鯖江市糺町１３字大袂２
０番、２１番地先まで

令和７年
３月１８日

　 　
福井県告示第１１４号
　主要地方道坂本高浜線の下記区間において、道路改良工事に伴い、道路の区域を変更し
たので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のとおり
公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および小浜土木事務所において、令和７年３月
１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
別

路
線
名

新
旧
別

区　間
幅員
(単位:
ﾒｰﾄﾙ)

延長
(単位:
ﾒｰﾄﾙ)

主
要
地
方
道

坂
本
高
浜
線

新

大飯郡おおい町石山５
０字榧木谷１番２０か
ら
大飯郡おおい町石山４
８字大谷１番４９まで

9.1
～

83.8
1233.2

旧

大飯郡おおい町石山５
０字榧木谷１番２０か
ら
大飯郡おおい町石山４

9.1
～

83.8
1233.2
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福井県告示第１１６号 

 物品の製造または購入契約に係る競争入札参加者の資格等の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年３月１８日 

      福井県知事 杉本 達治 

   物品の製造または購入契約に係る競争入札参加者の資格等の一部を改正する告示 

物品の製造または購入契約に係る競争入札参加者の資格等（昭和４２年福井県告示第２７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（申請書の提出） 

第２条 競争入札の資格審査を受けようとする者は、申請書に次に掲げる書類を

添えて、知事が別に定める期間内に、会計局会計課へ提出するものとする。 

⑴～⑻ （略） 

（申請書の提出） 

第２条 競争入札の資格審査を受けようとする者は、申請書に次に掲げる書類を

添えて、知事が別に定める期間内に、会計局会計課へ提出するものとする。 

⑴～⑻ （略） 

８字大谷１番４９まで
　 　

福井県告示第１１５号
　一般国道４１７号の下記区間において、道路改良工事に伴い、道路の区域を変更したの
で、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のとおり公示
する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および丹南土木事務所鯖江丹生土木部において
、令和７年３月１８日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
道
路
種
別

路
線
名

新
旧
別

区　間
幅員
(単位: 
ﾒｰﾄﾙ)

延長 
(単位: 
ﾒｰﾄﾙ)

一
般
国
道

４
１
７
号

新

鯖江市糺町１３字大
袂２５番から
鯖江市糺町１３字大
袂２０番、２１番地
先まで

14.0
～

32.4
185.0

旧

鯖江市糺町１３字大
袂２５番から
鯖江市糺町１３字大
袂２０番、２１番地
先まで

14.0
～

31.2
185.0
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   附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

⑼ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１２条第１項

または第５項の規定により一般事業主行動計画を策定している場合にあって

は、その写し 

⑽～⒁ （略） 

２ （略） 

⑼ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１２条第１項

または第４項の規定により一般事業主行動計画を策定している場合にあって

は、その写し 

⑽～⒁ （略） 

２ （略） 

公 告
　政府調達に関する協定の適用を受ける調達契約に係る公募型プロポーザルを実施するの
で、特定調達契約に係る福井県財務規則の特例に関する規則（平成７年福井県規則第８２
号）第４条の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　企画提案書の提出を求める事項
　⑴　業務名
　　　首都圏北部をターゲットとした巡回キャラバン業務
　⑵　契約期間
　　　契約締結日から令和８年３月３１日まで
　⑶　業務内容
　　ア　観光物産プロモーション
　　イ　スポーツイベント等への出展
　　ウ　ＰＲ活動
　⑷　履行場所
　　　首都圏北部４県（埼玉県、群馬県、長野県、宮城県）
２　企画提案書を提出できる者の要件
　　次の要件を満たす者であること。
　　　⑴ 　福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）第１４６条に規定する競争

入札参加資格を有していること。
　　　　 　ただし、後段３⑶に定める応募登録票提出時に競争入札参加資格を有していな

い場合においても、本県に対して地方自治法施行令第１６７条の５および福井県
財務規則第１４６条に規定する競争入札参加資格審査に関する申請を提出済みで
あれば、当該項目について参加資格を有するものとして取り扱うこととし、競争
入札参加資格審査の結果、資格がないと認められた時点において本件に関する参
加資格を喪失するものとする。
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　　　　 ※競争入札参加資格審査申請書様式は、福井県会計局会計課のホームページから
ダウンロードできる。(http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kaikei/sinsei.html)

　　　⑵ 　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者で
ないこと。

　　　⑶ 　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て
、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て
または破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが
行われている者でないこと。

　　　⑷ 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第
２条第２号に規定する暴力団またはその利益となる活動を行う者でないこと。

　　　⑸　国税または地方税を滞納していない者であること。
３　手続等
　⑴　業務担当課
　　　〒１０２－００９３
　　　東京都千代田区平河町２－６－３　都道府県会館１０階
　　　福井県東京事務所　担当　山田
　　　電話　　０３－５２１２－９０７４
　　　ＦＡＸ　０３－５２１２－９０７６
　　　E-mail　tokyo@pref.fukui.lg.jp
　⑵　説明会の実施の有無
　　 　説明会は実施しないが、業務内容の詳細等については、福井県東京事務所のホーム
ページからダウンロードすることができる。(http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/
tokyo/index.html)

　⑶　応募登録票の提出期限、場所および方法
　　 　企画提案書を提出しようとする者は、次のとおり知事に申請し、受審資格の認定を
受けなければならない。

　　①　提出書類
　　　　応募登録票（様式１）に次の書類を添付し、提出すること。
　　　　・ 競争入札参加資格通知書の写し
　　　　 　競争入札参加資格を得ていない場合は「物品等競争入札参加資格審査申請書」

の写しを添付し、資格を得た時点で速やかに提出すること。
　　②　提出期限
　　　　令和７年３月２５日（火）１７時４５分
　　③　受付時間
　　　 　令和７年３月１８日（火）から同年３月２５日（火）の９時００分から１７時４

５分まで
　　　 　ただし、日曜日、土曜日および国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）第３条に規定する休日を除く。
　　④　提出方法
　　　　上記⑴まで郵送またはメールすること（提出期限までの到達が必須）。
　　⑤　受審資格認定結果の通知
　　　 　受審資格の認定は令和７年３月２８日（金）までに行い、書面により申請者に通

知する。
　⑷　企画提案書の提出期限、場所および方法
　　①　提出書類
　　　・様式２　１部
　　　・企画提案書　１０部
　　　　※企画提案書はＡ４ヨコ、上部２か所ホチキス止め、片面印刷、背表紙等不要
　　　　 ※業務内容に関する具体的な企画案、活動成果（目標）、実施スケジュール、業

務実施体制、企画提案者の概要、実績、参考見積、再委託の有無について記載す
ること。

　　②　提出期限
　　　　令和７年４月２８日（月）１２時００分
　　③　受付時間
　　　 　令和７年３月１８日（火）から同年４月２８日（月）の９時００分から１７時４

５分まで
　　　　（※４月２８日（月）は１２時００分まで）
　　　 　ただし、日曜日、土曜日および国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）第３条に規定する休日を除く。
　　④　提出方法
　　　 　上記⑴まで持参または郵送すること（郵送の場合であっても、提出期限までに企

画提案書の到達が必須）。なお、提出された書類は返却しない。
　⑸　質問
　　 　本企画競争および説明書に関し質問がある場合には、質問票（様式３）に記載の上
、上記⑴までメールもしくはＦＡＸにて送付すること。

　　①　受付期間
　　　　令和７年３月１８日（火）から同年４月２１日（月）まで
　　　 　ただし、日曜日、土曜日および国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）第３条に規定する休日を除く。
　　②　質問に関する回答
　　　　質問に対する回答は、メールもしくはＦＡＸにて行う。
４　審査方法
　　次の手順による。
　⑴ 　提出された企画内容について、企画提案者によるプレゼンテーションを実施する。
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プレゼンテーションは令和７年５月中旬に東京事務所にて実施予定であり、日程は別
途通知する。

　⑵ 　県は企画提案書およびプレゼンテーションの内容を審査した上で契約予定者を決定
する。評価基準の配点等の質問は、一切受け付けない。

　⑶　審査結果は、採用・不採用いずれの場合も書面にて提案者に通知する。
５　企画提案書等の情報公開
　 　企画提案者の名称、審査結果概要等の情報公開を行う場合があること、また、県民等
からの情報公開の請求に応じて、企画提案書その他の関係資料の情報公開を行う場合が
あることを了知の上で応募すること。
６　その他の留意事項
　⑴　手続において使用する言語および通貨は、日本語および日本国通貨に限る。
　⑵ 　提出期限までに企画提案書が到達しなかった場合は、いかなる理由をもっても企画
競争に参加できない。

　⑶　企画提案書の差し替えおよび再提出は、原則認めない。
　⑷ 　提出された企画提案書の内容について、必要に応じてヒアリングを行うことがある
。

　⑸　企画提案書の作成および提出にかかる経費は提案者の負担とする。
　⑹ 　業務の実施に当たって必要な打ち合わせにかかる経費や郵送費、報告書の作成等に
かかる経費等は契約金額に含まれることとし、参考見積にはそれらの経費を盛り込ん
で提案すること。

　⑺　提出された企画提案書は、当該企画提案者に無断で２次的な使用は行わない。
　⑻　適当な企画提案書がない場合は、中止またはその他の方法によることがある。
　⑼ 　事業実施者が特定された場合には、業務担当課職員と十分協議を行いながら事業を
進めること。

　⑽　制作物等の所有権、著作権等の全ての権利は、県に帰属するものとする。
　⑾ 　企画提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該企画提案書を無効にするとともに、
記載を行った企画提案者に対して指名停止を行うことがある。

　⑿�　企画提案書が特定されたものは、企画競争実施の結果、最適なものとして特定した
ものであるが、会計法令に基づく契約手続の完了までは、県との契約関係を生じるも
のではない。

７　Summary
　⑴　Subject 
　　　Fukui caravan activity targeting the northern metropolitan area 
　⑵　Deadline for the submission of proposals
　　　5:45PM .25th March 2025 
　⑶　Contact point for the notice 
　　　Tokyo office Fukui prefectural government 

　　　10F prefectural assembly hall
　　　2-6-3 Hirakawa-cho Chiyoda-ku Tokyo, Japan 102-0093 
　　　Tel: +81 3 5212 9074
　 　
　政府調達に関する協定の適用を受ける調達契約に係る随意契約の相手方を決定したので
、特定調達契約に係る福井県財務規則の特例に関する規則（平成７年福井県規則第８２号
）第１３条第1項の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治　
１　随意契約に係る特定役務の名称
　　令和６年度福井県防災ヘリコプター耐空検査および点検業務に伴う修繕業務
２　契約に関する事務を担当する部局の名称および所在地
　　福井県防災安全部消防保安課
３　随意契約の相手方を決定した日
　　令和７年２月１０日
４　随意契約の相手方の名称および住所
　　セントラルヘリコプターサービス株式会社
　　愛知県西春日井郡豊山町大字豊場字林先１－１
５　随意契約に係る契約金額
　　８４，５６１，８８５円
６　契約の相手方を決定した手続
　　随意契約
７　随意契約によることとした経緯
　 　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
３７２号）第１１条第１項第１号に該当するため。
　 　
　地方自治法第２４４条の２第３項および福井県六呂師高原キャンプ場の設置および管理
に関する条例第５条の規定により公の施設の指定管理者を指名したので、同条例第６条第
１項の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　指定管理者に管理を行わせる施設の名称
　　福井県六呂師高原キャンプ場
２　指定管理者となる団体の所在地および名称
　　静岡県三島市大社町１８-５２　ＬｔＧ Ｓｔａｒｔｕｐ Ｓｔｕｄｉｏ
　　株式会社ＶＩＬＬＡＧＥ　ＩＮＣ
３　指定の期間
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　　規則で定める日から令和１２年３月３１日まで
　 　
　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による大規模小
売店舗の新設の届出があったので、同条第３項の規定により公告する。
　なお、大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項
について意見を有する者は、同法第８条第２項の規定により、この公告の日から４月以内
に、福井県に対し意見書の提出によりこれを述べることができる。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　大規模小売店舗の名称および所在地
　　クスリのアオキ三方店
　　福井県三方上中郡若狭町北前川３９号宮之下１４番１　ほか
２ 　大規模小売店舗を設置する者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては代
表者の氏名
　　株式会社クスリのアオキ
　　代表取締役　青木宏憲
　　石川県白山市松本町２５１２番地
３ 　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および住所ならびに法人に
あっては代表者の氏名
　　株式会社クスリのアオキ
　　代表取締役　青木宏憲　　　　　　　
　　石川県白山市松本町２５１２番地
４　大規模小売店舗の新設をする日
　　令和７年１０月２８日
５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計
　　　　　　　　　　　１，２２６㎡
６　駐車場の収容台数　　　　４６台
７　駐輪場の収容台数　　　　２０台
８　荷さばき施設の面積　　　１５㎡
９　廃棄物等の保管施設の容量　５．８㎥
１０　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻および閉店時刻
　　　開店時刻　　　　　　　午前９時
　　　閉店時刻　　　　　　翌午前０時
１１　来客が駐車場を利用することができる時間帯
　　　午前８時３０分から翌午前０時３０分まで
１２　駐車場の自動車の出入口の数　２箇所
１３　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　　　午前６時から午後１０時まで
１４　届出のあった日
　　　令和７年２月２７日
１５　届出の縦覧場所
　⑴　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　⑵　福井県三方上中郡若狭町中央１－１
　　　若狭町観光商工課
１６　届出の縦覧期間および縦覧できる時間帯
　　　縦覧期間
　　　公告の日から４月間
　　　縦覧できる時間帯
　　 　午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし土曜日、日曜日、祝休日、年末年
始を除く。）

１７　意見書の提出先
　　　福井県福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部商業・市場開拓課
　 　
　九頭竜川水系一級河川荒川において河川法（昭和３９年法律第１６７号）第７５条第３
項に基づき措置した車両について、当該車両の所有者、占有者その他車両について権原を
有する者（以下「所有者等」という。）に対し、当該車両を返還するため、同条第５項お
よび河川法施行令（昭和４０年政令第１４号）第３９条の３第１項第２号に基づき、同項
第１号の公示の要旨を公告する。
　なお、当該車両の措置および保管に要した費用は、河川法第７５条第９項の規定により
、当該車両の所有者等の負担となる。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　河川法施行令第３９条の３第１項第１号の公示の日
　　令和７年３月４日（公示の日）
２　保管した車両の名称または種類、形状および数量
　　別表のとおり
３　保管した車両の放置されていた場所および当該車両を除却した日時
　　別表のとおり
４　保管した車両の保管を始めた日時および保管の場所
　⑴　保管を始めた日時
　　　別表のとおり
　⑵　保管の場所
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　　　福井市城東４丁目２８－１地先
　　　福井県福井土木事務所敷地内
５　保管した車両を返還する場合の手続
　 　福井県福井土木事務所において、当該車両の返還を受けるべき所有者等であることを
証明する書類を提示し、河川法施行規則（昭和４０年建設省令第７号）第３３条の１３
に規定する様式による受領書と引き換えに返還を受けること。
６　問合せ先
　　福井県土木部河川課
　　福井市大手３丁目１７－１
　　電話　０７７６－２０－０４８０
　　福井県福井土木事務所
　　管理課
　　福井市城東４丁目２８－１
　　電話　０７７６－２４－５１１１
別表

整
理
番
号

保管した工作物
保管した工作物が
放置されていた場所

除却した
年月日時

保管を始めた
年月日時

保管の
場所

名称
または
種類

形状または特徴 数
量

１ 車両

車　名：トヨタ
型　式：TA-SCP10
大きさ：長さ361㎝×幅166㎝×高さ150㎝
　色　：シルバー

１
台

福井市問屋町１丁目
地先
（上北野橋上流10ｍ
付近、荒川左岸側）

令和７年３月４日
午前１０時１５分

令和７年３月４日
午前１０時３６分

福井市城東　
４丁目２８－
１地先
(福井県福井
土木事務所敷
地内)

　 　
　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可した開発行
為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により、次のとおり公告する
。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　開発区域または工区に含まれる地域の名称
　 　越前市芝原二丁目１４字小清水7番２、８番２、９番１、１０番１、１１番、１２番
、１３番、１４番１、１４番２、１５番、１６番１、１６番２、１７番１、１７番５、
２５番１、２６番、２８番３および２８番４、１６字角力町６番２、７番１、７番２、
８番１、８番２、９番１、１０番、１１番、１２番、１３番１、１３番２、１４番、１
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５番、１６番、１７番１、１７番２、１８番２、１８番３、１９番４、２７番１、２８
番および２９番、１９字縄添８番１、８番２、９番１、９番２、９番３、９番４、１０
番１、１０番２、１１番、１３番１、１３番２、１４番１、１４番２、１５番１、１５
番２、１５番３、１５番４、１５番５、１５番６、１５番７、１５番９、１５番１０、
１５番１１、１５番１２、１５番１４、１７番１８、１７番２１、１７番２３および１
７番２４ならびに芝原五丁目１４字小清水１７番９、２５番５および２８番４
２　開発許可を受けた者の住所および氏名
　　越前市本保町２１号１０番地
　　田中建設株式会社
　　代表取締役　田中　大成
　　越前市東千福町２５番３０号
　　西部開発
　　代表　中屋　敬三

教育委員会規則
　福井県立恐竜博物館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県教育委員会
福井県教育委員会規則第１号
　　　福井県立恐竜博物館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則
　福井県立恐竜博物館の管理運営に関する規則（平成１２年福井県教育委員会規則第１６
号）の一部を次のように改正する。
　様式第３号および様式第４号中
｢ 証紙貼付欄（消印をしないこと）
【申込番号】

－ －

（手数料納付システム利用時に記入） 」

を

｢ 収納証明書類貼付欄
【申込番号】

－ －

（手数料納付システム利用時に記入） 」

に改める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の福井県立恐竜博物館の管理運営に関する規則に定める様式に

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
　 　
　福井県教育職員免許状再授与審査会規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県教育委員会
福井県教育委員会規則第２号
　　　福井県教育職員免許状再授与審査会規則
　（趣旨）
第 １条　この規則は、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律施行規則
（令和４年文部科学省令第５号。以下「省令」という。）第６条の規定に基づき、福井
県教育職員免許状再授与審査会（以下「審査会」という。）の組織および運営に関し必
要な事項を定めるものとする。

　（組織）
第２条　審査会は、委員５人以内で組織する。
　（委員）
第 ３条　省令第３条第１項に規定する児童生徒性暴力等に関する学識経験を有する者は、
医療、心理、福祉または法律に関する専門的な知識および経験を有する者その他教育委
員会が適当と認める者とする。

２ 　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす
る。

　（会議）
第４条　審査会の会議は、会長が招集し、その議長となる。
２ 　審査会の議事について直接の人間関係または特別の利害関係を有する委員は、当該議
事に加わることができない。

３ 　会長は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させ、意見を述べさせることができ
る。

４　審査会の会議は、公開しない。
　（庶務）
第５条　審査会の庶務は、教育庁教職員課において処理する。
　（その他）
第 ６条　この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会
に諮って定める。

　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　 　
　教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
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選挙管理委員会告示
福井県選挙管理委員会告示第３９号
　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、政治団体の
設立の届出があったので、同法第７条の２第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈

　　　　　　福井県教育委員会
福井県教育委員会規則第３号
　　　教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則
　教育職員免許に関する規則（昭和３０年福井県教育委員会規則第３号）の一部を次のよ
うに改正する。
　様式第１号、様式第４号および様式１１号から様式第１６号までの規定中
｢ 福井県証紙貼付欄（消印をしないこと）
※手数料納付システムを利用した場合は申込番号を記載

」

を
【申込番号】 － －

｢ 収納証明書類貼付欄
【申込番号】 － －

（手数料納付システム利用時に記入） 」

に改める。

　様式第１７号の２中
｢ 福井県証紙貼付欄（消印をしないこと）
※手数料納付システムを利用した場合は申込番号を記載

」

を
【申込番号】 － －

｢ 収納証明書類貼付欄
【申込番号】 － －

（手数料納付システム利用時に記入） 」

に改める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の教育職員免許に関する規則に定める様式による用紙は、当分
の間、所要の調整をして使用することができる。
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（政党の支部）
（法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部）

届　出
年月日

政治団体の名称 代表者の氏名
会計責任者の
氏 名

主たる事務所の所在地
公職の種類
（第１号）

一 以 上 の 市 町 村 等 
の 区 域 を 単 位 と し 
て設けられる支部

令和7年
2月6日

立憲民主党福井県
参議院選挙区第１
総支部

藤原　和士 野田　哲生
福井市大手２－１５ 
－６

参議院議員 ○

（１以上の市町村等の区域を単位として設けられる支部）
届　出
年月日

政治団体の名称 代表者の氏名
会計責任者の
氏　　　　名

主たる事務所の所在地

令和6年
12月26日

自由民主党福井県大野市
第二支部

兼井　大 形部　和明 大野市神明町１１０７

（その他の政治団体）
（法第１９条の７第１項第１号および第２号に係る国会議員関係政治団体）
届　出
年月日

政治団体の名
称

代表者の氏名
会計責任者の
氏　　　　名

主たる事務所の所在地
公職の種類
（第１号）

公職の候補者の氏名及び
公職の種類（第２号）

令和7年
2月10日

つばささぽー
たーず

波多野　翼 波多野　翼
福井市大和田２－５１
１

衆議院議員
波多野　翼
衆議院議員

（国会議員関係政治団体以外の政治団体）
届　出
年月日

政治団体の名称 代表者の氏名
会計責任者の
氏　　　　名

主たる事務所の所在地

令和7年
1月23日

中村みほ後援会 中村　美穂 中村　裕太 三方上中郡若狭町新道７１－５－２

令和7年
1月29日

福井県介護障害福祉事業
者政治連盟

松井　一人 川口　博司 越前市高木町５５－１１－１１

令和7年
1月30日

木戸屋やよみ後援会 山崎　義昭 木戸屋　八代実 大野市泉町１４－３９

令和7年
2月14日

こまの孝一郎後援会 河原　健 佐々木　隆興 丹生郡越前町織田９８－２－２

　 　
福井県選挙管理委員会告示第４０号
　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、政治団体の
届出事項の異動に係る届出があったので、同法第７条の２第１項の規定により、次のとお
り告示する。
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　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈

異　動 
年月日

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項
異　動　内　容

新 旧
令和5年 
1月6日

中野史生後援会 中野　史生 代表者 中野　史生 増田　貞雄

令和6年 
6月23日

福井県神谷まさゆ
き後援会

森中　裕信 代表者 森中　裕信 角野　雅之

会計責任者 岩﨑　満子 中静　美紀
令和6年 
6月23日

福井県本田あきこ
後援会

森中　裕信 代表者 森中　裕信 角野　雅之

会計責任者 岩﨑　満子 中静　美紀
令和6年 
6月23日

福井県薬剤師連盟 森中　裕信 代表者 森中　裕信 角野　雅之

会計責任者 岩﨑　満子 中静　美紀
令和6年 
9月30日

自由民主党福井県
さつき会支部

水戸守　賢篤
主たる事務
所の所在地

鯖江市吉田町５－４
－３

福井市西開発１－ 
８１３

令和6年 
12月22日

幸福実現党越前中
央後援会

鎌谷　崇史
主たる事務
所の所在地

越前市武生柳町９－
８

越前市家久町１０２
－２２－２５

代表者 鎌谷　崇史 玉村　恵美子
会計責任者 伊藤　愛里 玉村　恵美子

令和7年 
1月1日

髙畑徹後援会 髙畑　徹 代表者 髙畑　徹 立石　武志

令和7年 
1月1日

仲倉典克後援会 熊谷　良彦 名称 仲倉典克後援会 仲倉典克を育てる会

代表者 熊谷　良彦 岩倉　光弘
令和7年 
1月1日

細川かをり如月会 野村　幸子
主たる事務
所の所在地

越前市村国１－３－
１

越前市村国１－２－
１１

令和7年 
1月1日

細川かをり後援会 中澤　和彦
主たる事務
所の所在地

越前市村国１－３－
１

越前市村国１－２－
１１

令和7年 
1月6日

稲田朋美文殊地区
後援会

吉田　徹
主たる事務
所の所在地

福井市二上町１６－
１６

福井市上細江町３３
－２５

代表者 吉田　徹 吉川　強
令和7年 
1月6日

「ともみ組」青年
隊

稲木　昭太 会計責任者 野坂　竜司 松田　典起

令和7年 
1月14日

立憲民主党福井県
第１区総支部

波多野　翼 名称
立憲民主党福井県第
１区総支部

立憲民主党福井県第
１総支部

会計責任者 川﨑　周市 山口　健太郎

令和7年 
1月20日

中西あきおを育て
る会

小形　善信 代表者 小形　善信 織田　桂蔵

令和7年 
1月29日

今井しんじ後援会 小川　秀雄 代表者 小川　秀雄 山本　末夫

令和7年 
2月1日

久親会 大嶋　一英 会計責任者 毛利　告 和田　宏一

令和7年 
2月1日

西行茂後援会 野坂　鐵郎 会計責任者 宮川　貴文 大西　美紀

令和7年 
2月5日

わたなべ竜彦後援
会

増田　敏夫 名称 わたなべ竜彦後援会
わたなべ竜彦を育て
る会

会計責任者 山田　隆夫 渡邉　眞吾
令和7年 
2月8日

木下ゆうじ後援会 坪田　敏憲 代表者 坪田　敏憲 武田　清

令和7年 
2月13日

奈良俊幸後援会 奈良　俊幸 会計責任者 橋本　達昌 三谷　勇二

令和7年 
2月13日

奈良俊幸吉野地区
後援会

奈良　俊幸 代表者 奈良　俊幸 近藤　敏勝

会計責任者 橋本　達昌 三谷　勇二
令和7年 
2月13日

奈良俊幸を育てる
会

奈良　俊幸 会計責任者 橋本　達昌 三谷　勇二

令和7年 
2月13日

黎明の会 奈良　俊幸 代表者 奈良　俊幸 三谷　勇二

会計責任者 橋本　達昌 山崎　芳裕

　 　
福井県選挙管理委員会告示第４１号
　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定により、政治団体
の解散の届出があったので、同条第３項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈
解散年月日 政治団体の名称 代表者の氏名

令和6年12月30日 のだ富久後援会 野田　富久
令和6年12月30日 福井県農政連若狭支部 幸池　享
令和6年12月31日 明日のわかさおばまを創る会 中島　福則
令和6年12月31日 浦上ゆうじ後援会 川畑　智
令和6年12月31日 笑顔で暮らせるふくいを創る会 東村　新一
令和6年12月31日 小林誠一後援会 塚谷　寛司
令和6年12月31日 自由民主党福井県小浜市第一支部 松崎　晃治
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令和6年12月31日 自由民主党福井県南条郡第二支部 仲倉　典克
令和6年12月31日 高浜翔山会 一瀬　和夫
令和6年12月31日 仲倉典克越前市後援会 山本　有一郎
令和6年12月31日 東村新一後援会 広部　正紘
令和6年12月31日 松崎晃治後援会晃志会 中島　福則
令和7年1月17日 成本まこひと後援会 成本　真人
令和7年1月29日 今井しんじ後援会 小川　秀雄
　 　
福井県選挙管理委員会告示第４２号
　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、資金管理
団体の指定の届出があったので、同法第１９条の２第１項の規定により、次のとおり告示
する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈

指　定
年月日

資 金 管 理 団 体
の届出をした者
（代表者）の氏名

届出をした者に 
係る公職の種類

資 金 管 理 団 体 
の　　名　　称

主たる事務所の所在地

令和7年
1月23日

中村　美穂 若狭町議会議員 中村みほ後援会
三方上中郡若狭町新道７１－
５－２

令和7年
2月10日

波多野　翼 衆議院議員
つばささぽーたー
ず

福井市大和田２－５１１

　 　
福井県選挙管理委員会告示第４３号
　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項第２号の規定により、資
金管理団体でなくなった旨の届出があったので、同法第１９条の２第１項の規定により、
次のとおり告示する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈

資金管理団体の届出をした者の氏名 資金管理団体の名称 資金管理団体で 
なくなった年月日

野田　富久 のだ富久後援会 令和6年12月30日
東村　新一 笑顔で暮らせるふくいを創る会 令和6年12月31日
奈良　俊幸 奈良俊幸後援会 令和7年2月13日

　 　

福井県選挙管理委員会告示第４４号
　公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規定により、令和６年１
０月２７日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙の福井県各選挙区における候補者の選挙運
動に関する収支報告書の要旨を次のとおり公表する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県選挙管理委員会
　　　　　　　委員長　吉川　奈奈
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１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月 9日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 6日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

自由民主党福井県 政 党 支 部 9,060,500 円 　　選挙事務所費

第一選挙区支部 　 　　集合会場費

旅館ホテル政経懇 政 治 団 体 100,000 　通信費

話会 　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 9,160,500 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 9,160,500 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

57,420

1,531,250

66,000

169,839

214,404

5,358,408

5,358,408

483,000

423,227

2,251

24,308

0

37,488

0

1,902,198

1,981,493

令和6年11月11日

支出のうち公費負担相当額

278,250

　収　入 　　支　出

720,000

660,266

60,500

599,766

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

稲田　朋美 自由民主党
期間 第１回分

椿原　直子

770,000

報告書受理年月日

計

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年11月19日 から

出納責任者氏名 令和6年11月19日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 9,160,500 　前回計

総　計 9,160,500 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分報告書受理年月日 令和6年11月26日

0

0

1,931,678

5,358,408

支出のうち公費負担相当額

計

214,404

0

0

0

0

58,184

115,034

自由民主党
期間 第２回分

椿原　直子

　収　入 　　支　出

稲田　朋美

810,500

1,721,850

911,350

66,000

483,000

770,000

169,839

7,290,086

1,981,493

36,610

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

278,250



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号36

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月 5日 から

出納責任者氏名 令和6年12月 5日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 9,160,500 　前回計

総　計 9,160,500 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第３回報告分

214,404

66,000

計 1,981,493

報告書受理年月日 令和6年12月13日

0

0

320,660

7,290,086

7,610,746

支出のうち公費負担相当額

278,250

483,000

770,000

169,839

0

0

0

0

0

122,000

　収　入 　　支　出

0

198,660

198,660

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

稲田　朋美 自由民主党
期間 第３回分

椿原　直子

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月17日 から

出納責任者氏名 令和6年12月17日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 9,160,500 　前回計

総　計 9,160,500 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第４回報告分

計 1,981,493

報告書受理年月日 令和7年1月6日

278,250

483,000

770,000

169,839

214,404

66,000

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

0

401,651

7,610,746

8,012,397

217,195

0

217,195

0

184,456

0

　　支　出

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

稲田　朋美 自由民主党
期間 第４回分

椿原　直子

　収　入



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号37

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月10日 から

出納責任者氏名 令和6年10月26日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

日本共産党福井県 政 党 50,000 円 　　選挙事務所費

委員会 　 　　集合会場費

日本共産党北越地 政 党 200,000 　通信費

区委員会 　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 250,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 250,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

16,158

0

222,283

0

0

0

0

0

154,324

支出のうち公費負担相当額 0

0

計

0

金元　幸枝 日本共産党
期間

佐藤　八千代

　　支　出

0

50,000

50,000

0

24,595,100

第１回分

　収　入

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

0

0

1,801

222,283

0

令和6年11月8日報告書受理年月日

0

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年11月29日 から

出納責任者氏名 令和6年12月 3日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

日本共産党北越地 政 党 881,568 円 　　選挙事務所費

区委員会 　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 881,568 　今回計

前回計 250,000 　前回計

総　計 1,131,568 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年12月3日

0

1,760

909,285

222,283

1,131,568

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

7,935

0

800,590

99,000

0

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

24,595,100

金元　幸枝 日本共産党
期間 第２回分

佐藤　八千代

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号38

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月10日 から

出納責任者氏名 令和6年12月11日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

日本共産党北越地 政 党 14,190 円 　　選挙事務所費

区委員会 　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 14,190 　今回計

前回計 1,131,568 　前回計

総　計 1,145,758 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第３回報告分報告書受理年月日 令和6年12月12日

14,190

1,131,568

1,145,758

0

0

0

0

0

0

0

0

550

0

0

0

0

0

0

13,640

24,595,100

金元　幸枝 日本共産党
期間

佐藤　八千代

0

0

計

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

支出のうち公費負担相当額

　収　入 　　支　出

0

第３回分

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月 4日 から

出納責任者氏名 令和6年11月8日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

参政党福井県支部 政 治 団 体 2,861,171 円 　　選挙事務所費

連合会 　 　　集合会場費

柴田　晴夫 獣 医 師 150,000 　通信費

中村　裕太 建 設 業 150,000 　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 3,161,171 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 3,161,171 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年11月11日

0

54,260

3,139,659

0

3,139,659

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

13,425

102,060

2,061,316

515,724

0

67,464

　収　入 　　支　出

150,000

175,410

150,000

25,410

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

田中　こはる 参政党
期間 第１回分

松田　知世



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号39

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月19日 から

出納責任者氏名 令和6年12月19日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

参政党福井県支部 政 治 団 体 15,387 円 　　選挙事務所費

連合会 　 　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 15,387 　今回計

前回計 3,161,171 　前回計

総　計 3,176,558 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年12月20日

0

15,387

15,387

3,139,659

3,155,046

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

田中　こはる 参政党
期間 第２回分

松田　知世

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月10日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 6日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

立憲民主党 政 党 5,000,000 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 200,000

今回計 5,200,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 5,200,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

214,404

0

計 1,906,154

報告書受理年月日 令和6年11月11日

0

4,944

3,886,391

0

3,886,391

支出のうち公費負担相当額

278,250

476,000

822,000

115,500

0

12,232

1,576,250

1,288,401

7,594

164,170

　収　入 　　支　出

660,000

172,800

120,000

52,800

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

波多野　翼 立憲民主党
期間 第１回分

川﨑　周市



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号40

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第１区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月 3日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 2日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

楽間　隆行 無 職 30,000 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 1,724,279

今回計 1,754,279 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 1,754,279 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年11月5日

0

0

1,754,279

0

1,754,279

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

0

400,600

1,298,299

44,000

11,380

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

24,595,100

西山　理恵
期間 第１回分

西山　理恵

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月11日 から

出納責任者氏名 令和6年10月26日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

日本共産党嶺南地 政 党 150,000 円 　　選挙事務所費

区委員会 　 　　集合会場費

日本共産党南越地 政 党 200,000 　通信費

区委員会 　 　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 350,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 350,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年11月8日

35,400

0

249,603

0

249,603

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

0

1,010

0

153,296

0

9,897

　収　入 　　支　出

0

50,000

50,000

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

小柳　茂臣 日本共産党
期間 第１回分

北原　武道



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号41

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月18日 から

出納責任者氏名 令和6年12月24日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

日本共産党嶺南地 政 党 400,000 円 　　選挙事務所費

区委員会 　 　　集合会場費

日本共産党南越地 政 党 447,483 　通信費

区委員会 　 　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 847,483 　今回計

前回計 350,000 　前回計

総　計 1,197,483 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

0

0

計 0

報告書受理年月日 令和6年12月26日

0

1,760

947,880

249,603

1,197,483

支出のうち公費負担相当額

0

0

0

0

0

0

916,120

30,000

0

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

小柳　茂臣 日本共産党
期間 第２回分

北原　武道

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月10日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 8日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 3,946,934

今回計 3,946,934 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 3,946,934 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

214,404

204,770

計 2,298,663

報告書受理年月日 令和6年11月11日

0

4,611

3,916,024

0

3,916,024

支出のうち公費負担相当額

269,850

483,000

956,800

169,839

0

35,180

1,709,650

1,145,377

5,479

217,727

　収　入 　　支　出

798,000

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

齋木　武志 日本維新の会
期間 第１回分

土田　光



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号42

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月10日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 6日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 6,200,000

今回計 6,200,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 6,200,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

214,404

40,954

計 2,312,603

報告書受理年月日 令和6年11月9日

0

134,691

5,757,148

0

5,757,148

支出のうち公費負担相当額

269,500

476,000

1,188,880

122,865

120,340

279,118

2,361,180

1,364,450

127,148

232,278

　収　入 　　支　出

648,183

489,760

489,760

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

髙市　拓
期間 第１回分

山本　達

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年12月 2日 から

出納責任者氏名 令和6年12月 2日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 6,200,000 　前回計

総　計 6,200,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

214,404

40,954

計 2,312,603

報告書受理年月日 令和6年12月3日

0

45,467

45,467

5,757,148

5,802,615

支出のうち公費負担相当額

269,500

476,000

1,188,880

122,865

0

0

0

0

0

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

髙市　拓
期間 第２回分

山本　達



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号43

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年 9月30日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 8日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

次世代政治研究会 政 治 団 体 6,000,000 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 500,000

今回計 6,500,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 6,500,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

214,404

204,770

計 2,378,619

報告書受理年月日 令和6年11月11日

0

267,847

7,042,051

0

7,042,051

支出のうち公費負担相当額

278,250

490,000

1,021,356

169,839

13,090

624,957

1,789,606

911,478

0

432,733

　収　入 　　支　出

580,000

2,422,340

2,422,340

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

高木　毅
期間 第１回分

田中　正信

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年11月15日 から

出納責任者氏名 令和6年11月18日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 6,500,000 　前回計

総　計 6,500,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

214,404

204,770

計 2,378,619

報告書受理年月日 令和6年11月21日

0

0

1,428,882

7,042,051

8,470,933

支出のうち公費負担相当額

278,250

490,000

1,021,356

169,839

1,200,898

0

140,225

0

0

0

　収　入 　　支　出

82,000

5,759

5,759

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

高木　毅
期間 第２回分

田中　正信



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号44

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年10月 1日 から

出納責任者氏名 令和6年11月 8日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

立憲民主党 政 党 5,000,000 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 100,000

今回計 5,100,000 　今回計

前回計 0 　前回計

総　計 5,100,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第１回報告分

214,404

132,000

計 2,009,993

報告書受理年月日 令和6年11月11日

82,280

282,091

5,539,330

0

5,539,330

支出のうち公費負担相当額

278,250

490,700

724,800

169,839

51,090

133,581

1,493,750

1,557,060

26,512

389,354

　収　入 　　支　出

751,170

772,442

300,102

472,340

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

�　�� 立憲民主党
期間 第１回分

山口　健太郎

１  選挙の種類 令和6年10月27日執行　衆議院小選挙区選出議員選挙（福井県第２区選挙区）

２  公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

円

３  報告書の要旨

候 補 者 氏 名 候補者届出政党 令和6年11月14日 から

出納責任者氏名 令和6年11月14日 まで

主たる寄附 　人件費 円

（氏名・団体名） （職　業） （寄附額） 　家屋費

0 円 　　選挙事務所費

　　集合会場費

　通信費

　交通費

　印刷費

　広告費

　文具費

　食料費

　休泊費

　雑　費

その他の寄附 0

その他の収入 0

今回計 0 　今回計

前回計 5,100,000 　前回計

総　計 5,100,000 　総　計

選挙運動用通常葉書の作成 円

ビラの作成 円

ポスターの作成 円

選挙事務所の立札および看板の類の作成 円

選挙運動用自動車等の立札および看板の類の作成 円

個人演説会の立札および看板の類の作成 円

円

第２回報告分

214,404

132,000

計 2,009,993

報告書受理年月日 令和6年11月20日

0

0

110,110

5,539,330

5,649,440

支出のうち公費負担相当額

278,250

490,700

724,800

169,839

0

110,110

0

0

0

0

　収　入 　　支　出

0

0

0

0

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

22,937,300

�　�� 立��主党
期間 第２回分

山口　健太郎



令和７年３月18日（火） 福 井 県 報 第 341 号45

 

 

 

 福井県一般職の職員等の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年３月１８日 

      福井県人事委員会 委員長 野村 直之 

福井県人事委員会規則第２号 

   福井県一般職の職員等の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 福井県一般職の職員等の特殊勤務手当に関する条例施行規則（昭和３１年福井県人事委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （看護業務等に従事する職員の手当の支給） 

第１１条の２ 条例第１２条の２第１項の人事委員会の定める職員は、福井県一

般職の職員等の給与に関する条例（昭和２９年福井県条例第２４号。以下「給

与条例」という。）第３条第１項第１号の行政職給料表の適用を受ける職員（

社会福祉士その他人事委員会が定める職員に限る。）、同項第５号イの医療職

給料表⑵の適用を受ける職員または同号ウの医療職給料表⑶の適用を受ける職

員とする。 

２ （略） 

 （看護業務等に従事する職員の手当の支給） 

第１１条の２ 条例第１２条の２第１項の人事委員会の定める職員は、福井県一

般職の職員等の給与に関する条例（昭和２９年福井県条例第２４号。以下「給

与条例」という。）第３条第１項第１号の行政職給料表の適用を受ける職員（

患者に直接接することを常例とする社会福祉士その他人事委員会が定める職員

に限る。）、同項第５号イの医療職給料表⑵の適用を受ける職員（薬剤師を除

く。）または同号ウの医療職給料表⑶の適用を受ける職員とする。 

２ （略） 
  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和６年６月１日から適用する。 

 

人事委員会規則

公安委員会規則
　金属くず営業条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。
　　令和７年３月１８日
　　　　　　福井県公安委員会　委員長　禿　了修
福井県公安委員会規則第３号
　　　金属くず営業条例施行規則の一部を改正する規則
　金属くず営業条例施行規則（昭和３２年福井県公安委員会規則第１１号）の一部を次の
ように改正する。
　様式第１号および様式第５号から様式第７号までの規定中
｢
証　紙
貼　付

【申込番号】※手数料納付システム利用時
－ －

」
を
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｢ 収納証明書類貼付欄
【申込番号】※手数料納付システム利用時

－ －
」

に改める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則による改正前の金属くず営業条例施行規則に定める様式による用紙は、当分
の間、所要の調整をして使用することができる。


